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研究成果の概要（和文）：所定の課題について、WEB上での場面想定法、討議参加型ゲーミング、社会調査、お
よびfMRI（磁気共鳴機能画像法）による脳機能検証に関する実験を実施した。
これら一連の研究により、当該課題の中心的命題であったNIMBY施設（Not in my backyard, いわゆる迷惑施
設）の文脈における人々の判断に道徳や共感にもとづく直観が影響を及ぼすこと、それゆえ長期的かつ合理的な
判断がなされにくいこと、そうした合理的判断を人々に促す上では将来世代の呈示による世代間公平の焦点化が
有効であることを明らかにした。これらの知見を2021～2023年にかけて計7本（うち1本は国際誌）論文として公
刊した。

研究成果の概要（英文）：For the given task, we performed a brain function verification by fMRI 
(functional magnetic resonance imaging), some experiments using scene assumption methods on the web,
 discussion-based gamings, and social surveys.
Through this series of surveys, it was found that intuition based on morality and empathy influences
 people's judgments in the context of NIMBY facilities (not in my backyard, so-called nuisance 
facilities), which was the central proposition of this issue, and that this is the long-term issue. 
In addition, I clarified that it is difficult to make rational judgments, and that focusing on 
intergenerational fairness by presenting future generations is effective in encouraging people to 
make such rational judgments. From 2021 to 2023, these findings have been published as a total of 
seven papers (one of which is an international journal).

研究分野：社会心理学

キーワード： NIMBY　道徳　共感　直観　討議参加型ゲーミング　fMRI（磁気共鳴機能画像法）による脳機能検証
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研究成果の学術的意義や社会的意義
NIMBY問題は、「迷惑施設」と呼ばれる社会的構造を内包する公共施設の立地問題である。迷惑施設それ自体は
特殊な公共施設の立地問題に過ぎないが、少数者の利益と多数者の利益が対立し、いずれか一方の損失なしには
他方の利益が達成できないというNIMBYの構造は、公共施設のみならず社会保障制度などその他の分野でも多数
の例が散見できる。本来は合理的な基準にもとづく判断が問われるべきこれらの問題には、実際には道徳のよう
な直観的判断が関わりやすく、そのことが合理的判断にゆがみを発生させる可能性がある。本研究は、NIMBY問
題における知見をもとに、その他の公共財問題にも道徳判断が影響を及ぼす可能性を示した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
これまで申請者らは、国内外の NIMBY施設の立地や資源管理政策の是非に関わる人々を対象
として、「誰が決定すべきか」という決定権の承認過程を検証してきた。これらの研究では、当
事者の優位化（当事者の決定権を他のステークホルダーよりも高く評価することに、当事者自身
のみならずその他のステークホルダーの人々も合意する傾向）が広範に認められた。NIMBY施
設をめぐる当事者の優位化は社会全体の共貧化をまねく点で合理的な判断と言えず、Rawls（1999）
の格差原理でも十分に説明できない。逆に言えば、非合理的な判断であるはずの当事者の優位化
を、申請者ら自身を含め人々はなぜ当然視し、自明の理と受け入れるのか、という疑問が生じる。
これについて申請者らは、NIMBY問題をトロッコ問題のような道徳ジレンマと位置づけ、「当事
者を救済すべき」「当事者のみにコストを負わせる不公平は許されない」といった直観的な道徳
判断が当事者の優位化を促すとの仮説を立案した。近年の道徳心理学は人間の道徳判断が大脳
にその基盤を置く生理的な反応であることを実証しつつあり、これに沿って考えれば、NIMBY
施設をめぐる当事者の優位化にも、神経生理学的な基盤があると予測できる。この解明は、
NIMBY問題の研究に新しい展開をもたらすと考えられる。 
 
２．研究の目的 
廃棄物処理場などの公共施設は、公益上での必要性には誰もが同意する一方、自分の居住地域
での立地には多くの人々が反対する NIMBY（Not in my backyard）の構造を有する。本研究の主
な目的は、NIMBY 問題における人々の判断に道徳判断が及ぼす影響の検証である。NIMBY 施
設の是非には利害や価値観が異なる多様な人 （々アクター）が関与するため、その円滑な決定に
は「どんな決定をすべきか」とともに、「誰が決定すべきか」という決定権の承認に関する合意
が求められる。軍事基地や地層処分場（原発で生じる高レベル放射性廃棄物の最終処分場）など
の NIMBY施設や資源管理に関わる公的決定を焦点として申請者らが国内外で行った調査・実験
では、公的決定による利害上の影響が大きい人々（当事者＝地元住民）の決定権を、その他のア
クター（遠隔地の都市住民、国民多数者、行政など）よりも高く見なすことに多くの人々が合意
する、「当事者の優位化」と呼ぶべき現象が広範に見出された。しかし NIMBY 問題における当
事者の優位化は、当事者による拒否の連鎖から当該施設の立地を困難化させ、社会全体を共貧化
させる可能性を高めるため、NIMBY問題の特殊性（個々人の私益の追及が社会全体で公益の低
減を生む社会的ジレンマ構造）に対応した合理的な判断とは言い難い。 
合理的ではないにもかかわらず当事者の優位化が広範に見られる背景として、NIMBY問題に
直面した人々の判断に道徳的な判断が影響を及ぼしている可能性が指摘できる。道徳に関する
近年の心理学的研究（Haidt, 2012; Greene, 2013など）によると、人々の道徳判断とは理性的な推
論過程ではなく、直観的かつ非統制的な情報処理過程に基づくとされる。また Greeneら（2001）
は、倫理学の領域で提起される「トロッコ問題」（暴走したトロッコが線路上の 5人に向かって
いる。彼らを助けるためには転換器を押してトロッコを予備線路に入れるしかないが、そうする
と予備線路上の 1人が死ぬ。あなたは転換器を押すべきか）を用いて、1人を犠牲にして 5人を
助ける功利主義的な判断と、その逆に 1 人を助けて 5 人を犠牲にする義務論的な判断がなされ
る場合とでは大脳内における活性部位が異なることを、fMRI（磁気共鳴機能測定法）を用いた神
経生理学的な手法で実証している。 

NIMBY 施設の立地が問われた場面を、「地元住民にコストを負わせてでも多数者への公益を
優先すべきか、公益を犠牲にしてでも地元住民のコスト負担を避けるべきか」というトロッコ問
題の一種と位置づけた場合、直観に基づく道徳判断が当事者の優位化を促すとの仮説が導出で
きる。この仮説の検証が、本研究の核心的な課題となる。 
 
３．研究の方法 

NIMBY問題を、「5人と 1人いずれを救うべきか」というトロッコ問題の一種と位置づけた場
合、トロッコ問題型の道徳ジレンマを用いた道徳研究の知見を、NIMBY問題の分析に適用可能
となる。この視点に基づく本研究の方法論は、（1）MRI（磁気共鳴画像法）によって、NIMBY問
題に直面した人々が判断を行う際の大脳活動を測定する、（2）参加型ゲーミングを用いた模擬討
論を実施し、NIMBY施設をめぐる討議が人々の判断と道徳判断との関連に及ぼす影響を検討す
る、という 2つに大別できる。 
まず（1）は、トロッコ問題を用いて人間の道徳判断の神経生理学的な基盤を探る Greene ら
（2001）に端を発する方法論を、NIMBY問題の研究へと適用するものである。また（2）は、ゲ
ーミングを用いて NIMBY問題に関する討議の影響を扱ってきた申請者らの研究と、汎文化的に
人間社会に共通する 5種の道徳基盤を実証した Haidt（2012）の知見を組み合わせるものである。 
 
４．研究成果 
本研究の主要な成果は、（1）MRI（磁気共鳴画像法）による大脳活動の測定、（2）参加型ゲー
ミングを用いた模擬討論の 2点である。以下、それぞれについて報告する。 



 
（1）MRI（磁気共鳴画像法）による大脳活動の測定 
実験参加者に一連の NIMBY 問題を呈示し、少数者ないし多数者いずれを優先するか判断さ
せ、その際の大脳活性部位を測定した。その際、NIMBY問題が実験参加者の属する内集団で生
じた場合と、自身が所属しない外集団で生じた場合という 2条件を設定した。内集団では、忌避
施設問題が参加者の居住する国・町での場面と教示、参加者自身にも影響が及ぶ可能性があると
示した。外集団では忌避施設問題が参加者にとって遠方の国・町の場面で、自身への影響はない
と教示した。 
先行研究（Decety & Lamm, 2007; Kameda, et al.,2016）の知見より、NIMBY問題が内集団であ
れ外集団であれ、いずれでも右側頭頭頂接合部、特に角回（rTPJ）が活性化すると予測される（仮
説 1）。また、Greene, et al.（2004）および Shenhav & Greene（2014）より、内集団において扁桃
体と前頭前野腹側部（vmPFC）が、外集団よりも強く活性化するとの予測をたてた（仮説 2）。 
大学生を対象とした有効データ 34名（うち女性 16名）を分析したところ、まず右角回（rTPJ）
が内集団・外集団いずれでも同程度に活性化することが示された（Fig.1・Fig.2）。また扁桃体は、
外集団に比較して内集団での活性が有意に高かった（Fig.3・Fig.4）。前頭前野腹側部（vmPFC）
に関しては、内集団での活性度が外集団よりも高い有意傾向を示した（Fig.5・Fig.6、なお vmPFC
は安静時に活性化、タスク時に不活性化するため、負の値が示される）。以上より、先述の仮説
1および仮説 2はいずれも支持された。 
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Fig.2角回（右）
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Fig.4 扁桃体（両側）

F (1, 33) = 4.59, p = 0.040 

-4.0

-3.5

-3.0

-2.5

-2.0

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

内集団 外集団

Co
nt
ra
st
 e
st
im
at
es

Fig.6 vmPFC

F (1, 33) = 3.45, p = 0.072 



（2）参加型ゲーミングを用いた模擬討論 
非合理的な側面にもかかわらず、NIMBYの場面で当事者の優位化が自明視される背景、なら
びに当事者の優位化を抑制する要因について、原発で生じた高レベル放射性廃棄物の最終処分
場である地層処分場の立地を議題としてWeb上で討議を行う参加型ゲーミング「Web 型・誰が
なぜゲーム／地層処分場版」を実施した。 

NIMBYの場面で人々に当事者の優位的正当化の抑制を促す条件として、ゼロサム的な関係に
ある複数の当事者の併存（当事者の多極化、 multi-polarization of concerned parties）が挙げら
れる（野波・大友ら 2021;  野波・坂本ら 2021）。忌避施設の立地によって負担が集中する当事
者と、逆に立地されなかった場合に負担が多大化する他の当事者の存在を人々が認知した場合、
いずれか一方の当事者の正当性のみを優位的に評価する傾向が、低下するのである。 
野波・大友ら（2021）では、地層処分場の立地によって負担が集中する地元住民とともに、彼
らとは逆に地層処分場が立地されない場合に負担が生じる将来世代が、同時に呈示された。同じ
く地層処分場を焦点とした野波・坂本ら（2021）の第 1実験では、やはり地元住民とゼロサム的
な利害関係にある原発立地自治体の住民（地層処分場が立地されない場合、使用済み核燃料は自
治体内の原発敷地内で長期的に一時保管される可能性が高まる）が呈示され、この場合も地元住
民に対する優位的正当化が低下し、代わって政府機関の正当性が向上した。 
本研究では地層処分場のサイト選定を焦点とした場面で、野波・坂本ら（2021）の第 1実験と
同様に、地元住民に対する他方の当事者として原発立地自治体の住民を呈示し、当事者の多極化
構造を構築した。上記の目的のため本研究では、野波（2017）で報告された対面型の「誰がなぜ
ゲーム（Who & Why Game、  以下WWG）」をWeb 上に移植した「Web 型・誰がなぜゲーム
（以下Web-WWG）」を実施した。対面型のWWGは、公的決定場面とそこに関わるアクター3
～4種を設定し、参加者を各アクターに割りふった上で、自他のアクターの正当性とその根拠に
ついて、討議による合意形成を目指す参加型ゲーミングである。本研究の遂行期間（2020 年～
2022 年）は COVID-19 のパンデミックが生じた時期であり、対面での討議を伴う「誰がなぜゲ
ーム」の実施が困難であったため、このゲームを Web 上で実施する措置をとったものである。
Fig.7 は、本研究で実施した「Web 型・誰がなぜゲーム（以下 Web-WWG）」の画面例（主に 4
ステージから成るゲーム進行手順の第 4ステージにて、地層処分場をめぐり地元住民・識者・国
民多数者・政府機関という利害や価値観の異なる 4 種のアクターに配置されたゲーム参加者が
討議を行う）。 

大学生 360名（男性 120、女性 222、未回答 18、平均年齢 19.7歳、有効データ n = 352）がゲ
ームに参加した。地層処分場をめぐってゲームの中で設定された 4種のアクター（地元住民・識
者・国民多数者・政府機関）の地層処分場の是非について決定を行う権利の正当性、およびそれ
ぞれのアクターが最終決定を行った場合の受容意図は結果、Fig.8および Fig.9に示す。 
ゲームの画面上に原発立地自治体の住民を呈示した条件では、地元住民の正当性に対する評
価と、その決定に対する受容意図が低下した。この結果は当初の予測通りであり、野波・大友ら



（2021）および野波・坂本ら（2021）と一致す
る。この一方で本研究では、当事者が多極化し
た場合に識者/専門家の正当性が向上しており、
政府機関の正当性が向上した野波ほか（野波・
大友ら 2021; 野波・坂本ら 2021）と異なる結
果となった。しかし地元住民の正当性が低下
したことと併せて考えると、本研究でもゲー
ム参加者の判断としては、多極化した当事者
間のバランス重視とその達成が期待できるア
クターの選好という野波ほか（野波・大友ら 
2021; 野波・坂本ら 2021）の提起と同様な過
程で、識者/専門家が選好されたと考えられる。 
地層処分場の是非によって負担の集中する
当事者が地元住民のみであった場合には、
人々の間で焦点となるのは受苦圏としての地
元住民と受益圏である多数者の格差だが、地
元住民とゼロサム的な関係にある将来世代や
原発立地自治体の住民が認知された場合には、
当事者間のバランスが焦点化する。NIMBYの
場面で人々が選好する決定者は、多様なアク
ター間に発生する利害や価値観上のさまざま
な不均衡の中でどれが焦点化されるかによっ
て、変化すると予測できる。野波ほか（野波・
大友ら 2021; 野波・坂本ら 2021）で呈示され
たこの仮説が、本研究でもあらためて支持さ
れたと言える。 

NIMBY の場面で当事者を優位化すること
から生じる共貧化や関心低下を防ぐためには、
地元住民のような当事者を最優先すべきとの
判断がなされる際に、「当事者の権利を優位化
する根拠や目的は何か」「その判断は自分自身
や社会全体にどのような結果をもたらすか」
「その結果は自分自身や社会全体にとって受

容可能なものか」といった熟慮と討議を行うことが求められる。換言すれば、NIMBYの場面で
は特定の当事者のみを自明視的に優位化せず、他のアクターとの間で公平な比較を行うために、
理性的な熟慮と討議の対象とすることが重要である（野波・坂本ら 2021）。本研究で提起した当
事者の多極化は、このような熟慮と討議を促す条件のひとつと提起できる。 
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Fig.9原発立地自治体の呈示の有無における各
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Fig.8原発立地自治体の呈示の有無における各
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